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要約 

 

日本における少子化は、労働人口の減少や国内市場の縮小、過疎化および子どもの

社会性形成の阻害など経済的、社会的に負の影響を与えると考えられている。そのた

め、少子化の要因を特定することには大きな意義があるといえる。本稿では、少子化

の原因となる価値観形成の要因を推定することを目的として、本人に関わる基礎的項

目、就労状態や賃金に関わる労働項目、親や居住地など子育て環境に関わる環境項目

の 3 種類の観点から分析を行った。また、男女を区別しないデータで全体の傾向を、

男女で分割したデータを比較して男女差の観測を試みた。分析には順序ロジットモデ

ルを用い、一般家庭における理想子ども数について、それぞれの人数が選択される確

率を求めている。分析の結果、基礎的項目については婚姻による価値観の変化は男性

にのみ正の効果が認められ、女性には認められなかった。就労項目では男性が就労し

ている場合、就労していない場合と比べて負の影響を受けることが分かった。一方、

女性は就労していても非就労状態との差は自営業主以外では有意に生じなかった。環

境項目について、女性は父親との同居で正の効果を、母親との同居で負の効果を受け

ることが明らかになった。対して、男性は環境項目に影響を受けることはなかった。 
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1.はじめに 

 

本稿では少子化問題について分析をする。現在、少子化は日本において国力低下の

要因といわれる深刻な社会問題であるが、少子化問題を考える意義はどういったもの

なのであろうか。ここで、厚生労働省（2002）では、少子化問題によって引き起こさ

れる影響として経済的影響、社会的影響、プラスの影響の三つを示している。経済的

影響として、労働人口の減少による将来的な GDP の減少や、一人あたりの年金など

の負担の増大があげられ、また社会的影響としては子どもの数の減少によって、子ど

も同士の交流の機会が減り子どもの社会性が育まれないのではないかということが

示唆されている。これらに対して、プラスの影響としては、人口減少により大都市で

の人口過密問題が解消されるなどがあげられている。このように、少子化問題の解決

について取り組むことは、経済的、社会的に意義のあることだといえる。 

また、近年において合計特殊出生率が 2 を切り、将来的な人口の減少及び、経済的、

社会的悪影響が拡大することが懸念されている。少子化の要因としては未婚率の上昇

及び、平均初婚年齢の上昇が考えられているが、本稿では世帯あたりの児童数の減少

に注目していく。また、諸外国と比較したところ、政府による支援の少なさや労働時

間の長さなどが少子化を促進させているのではないかと思われる。 

これらを踏まえたうえで、本稿では理想の子ども数に関する価値観に焦点をあて、

環境や労働などがどのような影響を与えるかを分析していく。これにより、児童数減

少に対してはどのようなものが有効なのかを提言することが、本稿の目的である。本

稿では JGSS-2010 の個票データに対して、統計的な手法を用いて、その要因について

定量的に分析を行う1。 

 

2.現状分析 

 

2.1.日本の少子化の現状 

本稿では社会問題として少子化問題に着目し、これを考える際の指標として、世帯

ごとの児童数と合計特殊出生率を用いる。厚生労働省（2012a）では、「合計特殊出生

率は一人の女性がその年齢別出生率で一生の間に産むとしたときの子どもの数に相

当する。」としている。夫婦二人で子どもを産むことを考慮すると、合計特殊出生率

                                                 
1 本稿で行う二次分析にあたり、ICPSR および ICPSR 国内利用機関（ICPSR Japanese National Membership）から「Japanese Social 

Survey （JGSS）, 2010」の個票データの提供を受けた。個票データの出典を明記するために次の文章を付する。 

Tanioka, Ichiro, Yukio Maeda, and Noriko Iwai. Japanese General Social Survey （JGSS）, 2010. ICPSR34623-v3. Ann Arbor, MI: 

Inter-university Consortium for Political and Social Research [distributor], 2015-07-22. http://doi.org/10.3886/ICPSR34623.v3 。 

また、日本版 General Social Surveys（JGSS）は、大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査

共同拠点）が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトである。 
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が 2 を下回った状態では人口減少が起きてしまうといえる。図 1 によると日本の合

計特殊出生率の変化は、2006 年ごろから徐々に上昇しつつあるが、それでも 2 は大

きく下回っている。また、日本の合計特殊出生率は、2013 年時点で 1.43 となってい

る。 

 

図 1 日本の合計特殊出生率の推移 

 
出所:world bank（2013）「Fertility rate, total （births per woman）」より筆者作成 

 

次に、日本の世帯における児童数の変化を見ていく。図 2 を見ると子どものいな

い世帯が増加し、子どもを持つ世帯が減少傾向にあることが分かる。一方、子どもの

数が１人と２人の場合の世帯割合がほぼ同じ割合になっていることも読み取れる。最

低二人の子どもを出生しないと人口の維持は困難であると考えられるが、二人以上の

児童を持つ世帯は全体の 1 割強のみとなっている。 

また、同図「合計特殊出生率」、「世帯あたり児童数」を見ると出生率自体は微弱な

がら上昇しているが、それでも世帯あたり子ども数は伸び悩むなどの事実が見て取れ

る。人口増加という着眼点から今後は少子化の定義として、合計特殊出生率が２以下

の状態とすることにする。 

少子化の要因として、内閣府（2014）によれば、（1）結婚する時期が遅くなってき

ていること、（2）結婚しないあるいは結婚できない若者の割合が上昇していること、

（3）夫婦が持つ子どもの数が少なくなってきていることの三点であるという。三点

目の夫婦の持つ子どもの数が少なくなっていることについてはすでに述べたので、ほ

かの二点について若干考察してみる。 

まず、平均初婚年齢について見ていく。厚生労働省（2012b）によると、1993 年度

には男性の平均初婚年齢は 28.4 歳であったのに対して、2011 年度には 30.7 歳となっ
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ている。同様に、女性の場合は 1993 年度には平均 26.1 歳であったが、2011 年度には

29.0 歳になっている。ここから、約 20 年で男女ともに平均初婚年齢が 2 歳ほど上昇

していたことが読み取れる。 

 

図 2 児童の有無及び児童数別に見た世帯数の構成割合の推移 

 

出所 厚生労働省（2014）「国民生活基礎調査（平成２５年）」より筆者作成 

    

図 3 年齢性別ごとの未婚者率の推移 

 

出所 総務省統計局（2011）「平成 22 年国勢調査」より筆者作成 
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次に、結婚できない若者の割合についてであるが、図 3 によると近年の未婚率は

2010 年時点で、25 歳から 29 歳の男性は 71.8％、同女性は 60.3％、30 歳から 34 歳の

男性は 47.3％、同女性は 34.5％となっている。傾向としては女性よりも男性は未婚率

が高く、全体的に時間とともに上昇していることが見て取れる。しかし、近年はその

上昇率が緩やかになっていることが読み取れる。 

これらの統計を見ると、少子化の要因として先に述べた三点が現実的にも起きてい

ることが分かった。 

また、近年の子育て世帯の所得分布がどうなっているのかを見るために、総務省統

計局（2003,2013）を用いて、2002 年と 2012 年における 20~39 歳の世帯主収入額の構

成割合の比較を行った。図 4 より、2002 年から 2012 年の 10 年間で 400 万以上の所

得がある世帯の割合が減少し、400 万未満の世帯の割合は上昇している。ここから、

高所得者が減少し低所得者が増加しているということは、全体として所得額の中央値

が低下しているといえる。よって、所得の減少が少子化の要因になるのではないかと

いう仮説も考えられる。 

 

図 4 10 年間における 20~39 歳の世帯所得別世帯数の割合の変化 

 

出所 総務省統計局（2003,2013）「平成 14 年就業構造基本調査結果」および「平成 24 年就業構造基本調査

結果」より筆者作成 

 

2.2他国との比較 

さて、ここまで日本のデータを見てきたが、他国では少子化はどうなっているのだ

ろうか。ここで、参考のために各国のデータを示していく。ここでは、日本との比較
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特殊出生率の推移を確認していく。 

図 5 によればどの国も時間とともに大きく合計特殊出生率が変化しているが、今

回は 2000 年代以降に着目していく。日本とイタリアの二カ国は低い数字を示してい

る。一方、他の四カ国は高い数字を示しているものの、アメリカのみ減少傾向がみら

れる。スウェーデン、フランス、英国の合計特殊出生率は高い数値を保ちながら上昇

傾向にある。これら三カ国の特徴としては、育児に対して国を挙げて取り組んでいる

という点があげられる。 

 

図 5 日本と諸外国の合計特殊出生率の推移 

 

出所:world bank（2013）「Fertility rate, total （births per woman）」より筆者作成 

 

育児に対する国の支出割合の違いについては厚生労働省（2013）の政府支出の家族

関係の割合のデータから見ていく。図 6 は各国の政府支出の家族関係の対 GDP 比を

示したものである。各国の GDP 比を比較するとイギリス、フランス、スウェーデン

は３％を上回っているが、日本とアメリカは下回っている。このことから、政府によ

る子育て支援の影響で少子化が決まるのではないかという仮説が浮上する。 
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図 6 各国の家族関係対 GDP 比 

 

出所: 厚生労働省（2013）「平成 23 年度社会費用統計」より筆者作成 

 

次に、各国の長時間労働者の割合を見ていく。図 7 によると、年間の平均労働時

間は、日本、イタリア、アメリカの三カ国は 1700 時間を上回っている。一方、フラ

ンス、スウェーデン、イギリスの三カ国は 1700 時間を下回っている。少子化が改善

していない三カ国と少子化が改善しつつある三国を見ると、平均年間労働時間は 100

時間ほどの差があることが分かる。このことから、労働時間が長くなると子育てをす

る時間が削られ、少子化が促進するのではないかという仮説が考えられる。 

 

図 7 各国の年平均労働時間 

 

OECDlibrary（2013） 「年間平均労働時間 （Average annual working time）」より筆者作成 
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は少子化が改善しつつある。この差から日本の少子化問題の原因を考察してい

った。 

2. 日本は家族関係対 GDP 比が上記の三国に比べ低いことから、金銭や社会保障

の不足の理由から少子化が起きているのではないかと考えられる。 

3. 日本は長時間労働者の割合が上記の三国に比べ高いことから、育児にかけられ

る時間のなさから少子化が起きているのではないかと考えられる。 

 

3.先行研究 

 

表 1 先行研究の概要 

 

 

表 1 は先行研究の概要とその結果を表にしたものである。これらについて順に述

べておこう。吉田・水落（2003）では、出生率を従属変数とし夫年収、資産、妻賃金

率「代替：学歴」、妻就業、保育所の利用、祖父母からの育児支援、子供性別選好、

妻の年齢、結婚持続期間を回帰分析の説明変数として扱った分析を行い、保育所の利

用は有意でなく、祖父母からの育児援助は正で有意という結果を得た。この結果より、

世帯における育児サービスの生産を改善させることが少子化対策として有効として

いる。これを先行研究の対象とした理由は、祖父母など親戚の資金援助や地域の保育

施設の有無や大小などによって、出生率がどう変化するのか検討するためである。 

武藤（1992）では、主に子育て需要と子育てコストの関係について分析し、そこで

は子育てコストとして、育児及び世話に費やす時間と就労を放棄したことに伴う機会
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損失として定義している。分析の結果、子供数の増加と高学歴化は家計の子育てコス

トに少なからぬ影響を及ぼし、子供一人あたりのコストは消費支出の 10～15％程度

という結論を得ている。これは次の点から本稿の参考になると考えられる。それは、

親の学歴によって、子供の数や、子供一人あたりにかける養育費の割合が変化すると

いう点である。 

森田（2004）では、子育てや習い事の費用などが家庭の出生行動にどのような影響

を与えるかを分析し、養育費、通塾費が高いほど予定子供数が少なく、経済水準、親

の教育水準が高いほど、予定子供数、費用が高くなるという結果を得ている。ここか

ら、少子化抑制のためには費用削減、扶助、公教育の質の向上が有効である可能性が

高いと主張している。これは以下の視点が本稿の参考になると思われたため、先行研

究の対象とした。それは、学歴ではなく、経済水準によって予定子供数、養育費の割

合がどのような変化をみせるのかという学歴とは違った視点である。 

中井（2005）は、先行研究のサーベイを行い、女性の賃金上昇は結婚率および出生

率を低下させ、学歴の影響は年齢により異なり、離婚率と出生率には正の相関、平均

初婚年齢と出生率には負の相関、就業率と初婚年齢には正の相関があるとの結果を示

している。分析結果より、教育バウチャーなどによる教育費逓減政策は有効であり、

所得減税、扶養手当といった所得への直接補助的な政策は効果がない、同居率近居率

を高めることは有効だという結論を得ている。これを先行研究の対象とした理由は、

教育援助、政策によって、どれほど少子化に影響を与えるのかを検討するためである。 

坂爪・川口（2007）では、育児休業制度の効果について分析を行い、育児休業制度

は出産確率を上昇させる一方、通常労働時間が長い場合はその効果が薄いことを発見

し、よって育児休業後の労働時間を短縮すべきだと主張している。これは次の点で本

稿の参考になると考えられたため、先行研究の対象とした。それは、近年どこの企業

でも見られるようになった育児休業制度について、その制度がどれほど少子化に影響

を及ぼすのかという点である。これを、労働時間との関係も視野に入れ、分析の対象

とする。 

福田・久本（2012）は、女性の就労に与える母親の近居・同居の影響を統計的分析

し、従来の研究では親世代の同居が着目されていたが、より重要なのは近くでの居住

であり、男女のカップルが、親から離れて結婚し、子どもを育てる場合、女性は正規

就労を継続することは困難であるとの結論を得ている。これを先行研究の対象とした

理由は以下の通りである。端的にまとめれば、男女のカップル、もしくは親世代との

同居が出生率にどのような影響を及ぼしているのかを検討するためである。また、男

女のカップルの中で、結婚、出産という順に行われるケースが一般的だが、近年は出

産、結婚の順に行われることも稀なことではない。そのため、同居という観点からの

出生率の検討は本稿での分析にあたって必要な観点となった。 
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4.実証分析 

 

4.1.データおよび分析手法について 

本稿で用いるデータは JGSS-2010 である。この調査では回答者の考える一般の家庭

における理想の子ども数について尋ねる項目がある。この項目は具体的な人数を尋ね

るものであり、これに回答した者だけを分析に使用する。 

また、分析に使用するデータは回答者が 40 歳未満のサンプルに限定する。理由は、

子育て世帯ではない年上の世代を除外するためである。この処理を行わず以降の手法

で分析を行った場合、現在の子育てに関する価値観とは異なる考え方が分析に含まれ

てしまう可能性があるためである。 

そのうえで、回答者の性別によって分割したものと分割していないものの 3 種類を

分析するデータとして扱う。すなわち、男女全体のデータ、女性のみのデータ、男性

のみのデータのである。これは、次章での分析に際して説明変数ごとの男女差の比較

および全体の傾向の考察を効率よく行うためである。 

説明変数として用いるのは、性別に関するダミー、回答者の年齢及びその二乗、婚

姻状態に関するダミー、回答者の兄弟姉妹数の合計、回答者の就労形態に関するダミ

ー、回答者の週あたりの通常労働時間、回答者の年収に関するダミー、回答者の学歴

に関するダミー、親との同居に関するダミー、居住地に関するダミー、両親の学歴に

関するダミーである。性別に関するダミーは回答者が女性である場合に 1 をとる。こ

のダミーは性別による分割を行っていないデータでのみ使用する。回答者の年齢及び

その二乗を含めるのは、まず年齢の影響を分析したいことに加えて、被説説明変数へ

の影響がピークになる年齢があるかも分析したいためである。また、結婚によって理

想の子ども人数に対する価値観が変化するかどうかを検討するため、回答者が婚姻状

態の場合 1 をとる「婚姻ダミー」を回帰式に追加する。 

幼少期の家庭環境が回答者の価値観を決定する可能性を考慮するため、回答者の

兄弟姉妹数の合計を回帰式に投入する。なお、この兄弟姉妹数は回答者本人を含まな

い。就業形態が家庭に与える効果は福田・久本（2012）で検討されている。この調査

では回答者に就業しているか否か、就業している場合どのような就業形態かを尋ねる

項目がある。就業形態の選択肢は「経営者・役員」、「常時雇用の一般従業者」、「臨時

雇用（パート・アルバイト）」、「派遣社員」、「自営業主・自由業主」、「家族従事者」、

「わからない」である。就業していない状態をベンチマークとし、就業形態の選択肢

で「経営者・役員」、「常時雇用の一般従業者」を選んだ場合 1 をとる「正規労働者ダ

ミー」と、「臨時雇用（パート・アルバイト）」、「派遣社員」、「家族従事者」を選んだ

場合 1 をとる「非正規労働者ダミー」、および「自営業主・自由業主」を選んだ場合

1 をとる「自営業主ダミー」を回帰式に投入している。 
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回答者の週あたりの労働時間は理想の子ども数に対して、負の効果を与えると考え

られるので、効果の大きさをはかるために回帰式に追加する。これは現状分析におけ

る、合計特殊主成立が回復している国との比較で示唆した。 

世帯年収の増加は森田（2014）によって理想子ども数を増加させるという正の相関

が示されていた。今回の分析では未婚者のサンプルも扱うため、回答者の年収を用い

て年収 350 万円以下をベンチマークとし、「350 万円以上 550 万円未満」、「550 万円以

上 750 万円未満」、「750 万円以上」のダミー変数を投入している2。 

賃金率は、直接観測できないので代理変数として回答者の学歴に関するダミーを用

いる。回答者の学歴については、分析に使用した設問では回答者が最後に通っていた

学校について尋ねており、選択肢として「新制中学校」、「新制高校」、「新制高専」、

「新制短大」、「新制大学」、「新制大学院」、「わからない」がある。分析では最後に通

った学校が「新制中学校」ないし「新制高校」の場合をベンチマークとした。そして

最後に通った学校が「新制大学」または「新制大学院」の場合は 1 をとる「本人学歴

ダミー（大学・大学院）」を回帰式に加えた。 

親との同居に関しては福田・久本（2012）で検証されていて、男女のカップルが、

特に女性の親から離れて結婚し、子どもを育てる場合、女性は正規就労を継続するこ

とは困難であるとされている。今回の分析では未婚者のサンプルも扱うため、回答者

の親との同居について「母親同居ダミー」と「父親同居ダミー」のダミー変数を回帰

式に追加した。 

都市部とそれ以外では育児サービスの充実度や近隣住民との関係、病院へのアクセ

ス性などが大きく異なり、子育てへの意欲に違いが生じる可能性がある。この調査で

は回答者の居住地について「大都市」、「人口 20 万以上の市」、「人口 20 万未満の市」、

「町村」の 4 段階で記載されている。この項目を用いて、回答者の居住地が「大都市」

の場合 1 をとる「大都市居住ダミー」と、回答者の居住地が「人口 20 万以上の市」

の場合 1 をとる「20 万人以上の市居住ダミー」を回帰式へ投入した。 

回答者の育った家庭環境は価値観の根底になる可能性があるため、親の学歴に関す

るダミーを用いる。なお、親の学歴については、分析に使用した設問では両親が最後

に通っていた学校についてそれぞれ尋ねており、選択肢として「新制中学校」、「新制

高校」、「新制高専」、「新制短大」、「新制大学」、「新制大学院」、「わからない」がある

3。分析では最後に通った学校が「新制中学校」ないし「新制高校」の場合をベンチ

                                                 
2 調査においては本人の全体での年収について質問している。調査における設問の選択肢は「70 万円未満」,「70~100 万円未

満」,「100~130 万円未満」,「130~150 万円未満」,「150~250 万円未満」,「250~350 万円未満」,「350~450 万円未満」,「450~550

万円未満」,「550~650 万円未満」,「650~750 万円未満」,「750~850 万円未満」,「850~1000 万円未満」,「1000~1200 万円未満」,

「1200~1400 万円未満」,「1400~1600 万円未満」,「1600~1850 万円未満」,「1850~2300 万円未満」,「2300 万円以上」,「回答し

たくない」,「わからない」である。 
3 なお、親が旧制学校に通っていたサンプルについては扱いが難しいためデータからは除外している。 



 13 

マークとした。まず、父親について最後に通った学校が「新制高専」または「新制短

大」の場合は 1 をとる「父親学歴ダミー（高専・短大）」と、「新制大学」もしくは「新

制大学院」の場合は 1 をとる「父親学歴ダミー（大学・大学院）」を回帰式に加え、

母親についても同様の手順を踏み「母親学歴ダミー（高専・短大）」と、「母親学歴ダ

ミー（大学・大学院）」を回帰式に加えた。 

これらの説明変数を用いて、本稿では順序ロジットモデルによる分析を行う。順序

ロジットモデルは、順序のある 3 つ以上の選択肢を同じ説明変数で説明したい場合に

使用できる。以下に順序ロジットモデルについて簡単に説明する。説明の簡略化のた

めに説明変数は１種類とする。 

順序のある選択肢が M 個あるとしよう。観測されない潜在変数 zi は次のように決

定されるとする。 

zi = bxi + ei 

ここで、xi は観測可能な変数で、潜在変数 zi の変動を説明する変数、ei は観測さ

れない変数で xiで説明される部分以外を表したものである。個人 i について観察され

る従属変数 yi は未知のしきい値 a1,a2,a3,…aM−1に対して、 

y1 = 1 if  zi ≦ a1 

yi = k if  ak−1 ＜ zi ≦ ak ,  k=1, …, M –1 

yi = M if  aM –1 ＜ zi 

によって定義されるとする。推定では係数 b としきい値 aiを同時に推計する。eiは分

布関数 

𝛥(𝑥) =
exp(x)

1 + exp(x)
 

を持つロジスティック分布に従う場合、 

 

Pi1 = Pr(yi = 1) = Δ(a1 − bxi) 

Pi2 = Pr(yi = 2) = Δ(a2 − bxi) −Δ(a1 − bxi) 

Pik = Pr(yi = k) = Δ(ak − bxi) −Δ(ak−1 − bxi) 

︙ 

PiM = Pr(yi = 1) = 1 − Δ(a1 − bxi) 

 

が導かれる[松浦克見・マッケンジー,コリン（2009）]。b は通常の重回帰の係数とほ

ぼ同じように解釈できる。すなわち、b の符号が正であれば xiが大きいほど従属変数 

yiは大きな値となる(確率が高まり）、b の符号が負であれば xiが大きいほど従属変数

yi は小さな値となる(確率が高まる）。 

本稿の分析では従属変数として、回答者が一般の家庭における理想の子ども数とし
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て選択する人数を用いる。なお、これは回答者の個々の家庭における理想の子ども数

ではない。本稿では、この従属変数を家庭における子どもへの価値観の代理変数であ

ると捉える。 

分析に用いる変数の記述統計量は表 2、表 3、表 4 に記した。表 2 に性別を区別

しないデータ、表 3 に女性のみのデータ、表 4 に男性のみのデータの基本統計量を

示している。まず、理想的な子どもの人数であるが、全体および男女別ともに平均が

2.5 程度であり標準偏差が 0.5 強であるため多くの回答者が 2 人ないし 3 人を選択し

ていると分かる。労働に関する項目についても述べると、正規労働者の割合は全体で

は 52.7%で、女性は 37.1%、男性は 72.2%、非正規労働者の割合は全体では 21.6%で、

女性は 30.3%、男性は 10.7%であり、女性の就労割合総合は男性より低く、非正規労

働者の割合が高いことが分かる。また、本人年収については、全ての場合で 350 万円

未満の割合が最も高く、年収が上昇するに従い割合は減少しており、とくに女性では

750 万円以上が存在しない。これは回答者の年齢を 40 歳未満としたことに原因があ

るだろう。本人学歴についてみると、女性は大学卒以上の割合が 26.2%であるのに対

し、男性は 41.7%と大きく上回っていることが分かる。親との同居は全体的に、父親

との同居は少なく、母親との同居割合が高いことが見て取れる。また、両親の学歴に

ついて、高卒以下である割合は父親が約 7 割、母親は約８割であると読み取れる。 

 

表 2 基本統計量（1） 
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表 3 基本統計量（2） 

 

 

表 4 基本統計量（3） 
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4.2.分析結果 

順序ロジットモデルの推定結果は表 5、表 6、表 7 に示した。なお分析には統計

ソフト R（version 3.2.2）を用いた。モデル 1,4,7 は全体を対象としたもの、モデル 2,5,8

は女性のみを対象としたもの、モデル 3,6,9 は男性のみを対象としたものである。こ

れは、男女差及び子育て世帯全体での傾向を捉えるために行う。なお、モデル 1,2,3

は回答者の基礎的項目のみを説明変数とし、モデル 4,5,6 では基礎的項目に労働に関

する項目を追加したものを説明変数とし、モデル 7,8,9 では回答者の基礎的項目に両

親や居住地についての項目を加えたものを説明変数としている。これは、労働や子育

ての環境など分野ごとでどの変数が影響力を持っているかを特定するためである。 

 

表 5 順序ロジット回帰の結果（1） 
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表 6 順序ロジット回帰の結果（2） 
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表 7 順序ロジット回帰の結果（3） 
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説明変数の結果を基礎的項目に関する変数から見ていく。性別ダミーはモデル

1,4,7 において 10%水準で有意となっており、回答者が女性の場合子どもを多く評価

する場合が多いことが分かる。年齢および年齢の二乗についてはモデル 1,2 で二つの

変数が同時に 1%水準で有意になっている。全体および女性のみモデルでは係数の大

きさから年齢による効果は 30 歳前後にピークがあり、その後減少に転ずることが計

算によって導ける。これは、女性が若年では収入的負担を、高齢になると身体的負担

を考慮するためだと思われる。一方、モデル 3,9 において、年齢の項のみ 10%水準で

有意になっており、符号が正になっていることから男性の年齢の上昇は理想子ども数

を増加させるように働くと考えられる。しかし、その他のモデルにおいては年齢およ

び年齢の二乗は有意になっていないことから、他の変数よりも与える影響が小さいと

考えることができる。婚姻ダミーはモデル 1,3,4,7,9 で有意となっており、特に男性に

正の影響を与えると分かる。対して、モデル 2,5,8 と女性のみモデルでは有意ではな

いことから、結婚は女性の子どもに対する価値観を変更しないと考えられる。兄弟姉

妹数は全てのモデルにおいて有意であり正の影響を与えることが読み取れるが、係数

の大きさから女性の場合は男性よりも大きな影響を受けることが読み取れる。これは

幼少期における自分の兄弟数が自分の中での理想として強く定着されるからだと考

えられる。 

次に、労働項目に関する変数について確認する。就労状況ダミーについて、正規労

働者ダミーおよび非正規労働者ダミーはモデル 4,6 で、自営業主ダミーについてはモ

デル 4,5,6 で有意となった。有意となった項では全て負の効果を示している。係数の

大きさから、自営業主である場合、その他の就労形態である場合よりも理想子ども数

を少なく見積もることが読み取れる。また、女性の場合は自営業主以外の就労状況は

就労していない場合との差を有意に示さなかった。通常労働時間はモデル 4,6 におい

て有意であり、労働時間の長時間化は理想子ども数の増加につながると示されている。

これは憶測の域を出ないが、労働による拘束時間が延びることによって子育てに関わ

る時間が減少して、回答者が子育てで被る負担が減少するからだと考えられる。モデ

ル 5 の女性のみモデルで有意でないのは、女性の場合、出産や授乳期間があり、結果

的に子育てでかかる負担が減少しないからだと考えられる。年収に関するダミーにつ

いては、まず、モデル 4において750万円以上ダミーが有意に負の効果を示している。

これは森田（2004）で示されていた経済水準の上昇が理想子ども数を減少させる、と

いう結果と合致する。また、モデル 5 において年収 550 万円以上 750 万円以上ダミー

が有意となっている。正の効果を示していることから、女性の子どもに対する価値観

は一定水準以上の年収がないと働いていない場合から変化しないと考えることがで

きる。本人の学歴ダミーについてはモデル 6 において正に有意である。 

最後に、両親や居住地に関する変数について述べる。父親同居ダミー及び母親同居
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ダミーはモデル 8 において有意である。父親との同居は正の効果を、母親との同居は

負の効果を与えている。父親との同居は収入の面から子育てに貢献すると考えられる。

母親との同居は子どもの面倒を見てくれるため、正の効果になりそうだが、結果は負

の効果を示している。これについては推測でしかないが、女性は男性に比べ寿命が長

いため、回答者の母親の介護を必要する可能性が高くなり、子育て意欲を減衰させ得

る。そのため、係数の符号が負になっているのかもしれない。もし、これを確かめる

なら、親の健康状態に関する調査も行う必要があるだろう。残りの変数は全て有意で

はなかったため、居住地や親の学歴は理想子ども数の決定に直接の影響はないと考え

られる。 

 

4.3.考察 

理想の子ども数を増加させるにはどのようなものが有効なのかを考察していく。ま

ず、年齢についてだが、分析結果からは 30 歳で最も多く評価し、30 歳から離れると

低く評価することが分かった。結婚している年齢で子どもは多くいたほうがいいと評

価していれば、実際に子どもを多く持とうとするのではないかと考えられる。現状分

析の章より日本の平均初婚年齢は 30 歳ほどであった。よって、30 歳より前に結婚し

ていたほうがいいのではないのだろうか。このことからも日本の平均初婚年齢を下げ

るような政策をすべきではないかといえる。もちろんこの年齢ピークが、平均初婚年

齢の影響を受けている可能性もある。 

次に、どのモデルでも優位を示した兄弟姉妹数から考えていく。兄弟姉妹は幼少期

に自分に密接に関わってくることになり、その後の考え方に大きく影響を与えるもの

と考えられる。兄弟姉妹が多いことで理想の子ども数への評価が増えるという結果は、

今の子どもが増やすことが、将来の子どもを増やす解決法であるといっているのと同

じで、少子化問題への解決の手助けにはならなそうである。しかし、実際に血のつな

がった兄弟姉妹でなくとも、それに類似した人間関係を経験すれば、将来的に理想の

子ども数を多く評価するのではないだろうか。例えば、実際には兄弟がいないとして

も、友達やその兄弟と交流することで、同様の効果が得られるのではないか。これに

ついては、幼少期に友人や年の離れた近所の子どもと遊んだかどうかの項目をつかっ

て分析してもいいかもしれない。その結果が有意であれば、地域間の子どもの交流を

促進させることが、少子化対策として有効だといえる。 

最後に、労働の面からみると、女性の年収 550 万円以上が正に有意であったことか

ら、年収 550 万以上を稼げる女性が多くなることが理想といえる。現状分析の章から

550 万円以上世帯が 10 年ほどで減っていることからも、就職支援の面を強化すると

同時に稼ぎやすい経済体制を整えるべきだろう。  
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5.おわりに 

 

本稿では少子化問題の改善を探る観点から出発した。そのために JGSS-2010 の個票

データを用いて、個人の理想の子ども数に関する価値観を決定する要因は何であるか

を調べていった。結果としては、基礎的項目では年齢が 30 歳ほどで正の効果を最も

発揮すること、男性について結婚していると正の影響を与えること、そして本人の兄

弟姉妹数が正の影響を与えることが分かった。次いで就労項目においては男性にのみ

非正規労働、正規労働、自営業の順で負の影響が大きくなっていった。女性について

は年収の金額が上がっていくと正の影響を与える傾向がみられた。最後に環境項目に

ついては、女性についてその両親が同居していた場合、父か母かで逆の影響があるこ

とが分かった。 

以上の分析結果から、少子化問題への解決のためには、平均初婚率を下げ女性の所

得を上げるような政策をすべきであるといえるだろう。また兄弟姉妹数が大きく影響

していた点から子ども時代に地域における友人との交流が大事なのではないかとの

仮説も考えられた。一方、これらのためには、平均初婚年齢や女性の所得を変化させ

る要因の分析を行っていく必要がある。またモデルについても、子育て環境に関する

変数で有意水準が満たされないものが多かったことから、変数の選定が課題としてあ

げられる。特に、変数として、待機児童率などの育児サービスに関わるものを加える

べきだろう。 
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